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・名古屋市計画局計画部都市計画課修

特集縁地域のOR

名古屋土地利用動態モデル

モデルを組み合せた土地利用の変化と交通現象に

関する都市モデルを手がけており，おりからブー

ム的な流行を示していたシステムダイナミソグス

の勉強も兼ねた小規模モデルも経験があったので

これらの経験を組み合せれば・・・と，

気持でこれを引き受けたのであった.

デ、ル作成に関してモデル利用者(この場合発注者

である名古屋市都市計画課のみなさん)と打合せ

を重ねるに従い，かなり大変な問題であることが

わかってきた.つまり，統計資料と電算機をもっ

ぱらの話し相手とし，研究対象地域も地方生活閏

またはまったくのそデル

比較的軽い

ところヵ:モ

はじめに

ドの新聞記事は，われわれが昭和51年度より 3

カ年にわたって作業してきている「名古屋土地利

用動態モデル(通称名古屋モデル )J の'応の成果

を，名古屋市都市計画フェアの一環として一般公

開されたときのものである.

当初このモデル作成に関して，市当局から得た

情報は「土地利用の適正化を導くような士地利用

動態モデルの開発を行ないたい」 ということであ
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った.当時われわれは，産業連関分析と交通予測

レベルか，

(架安)地域がほとんどであったわれわ

日々いろいろな価値感を

もっ市民の聞にたって(ときには将来

なるであろう I ti民の立場にもたって)

l 計画調整に苦慮しておられる ;n両実務

担当者とのそれぞれの，いわゆる常識

には実に大きな隔たりがあり，ほとん

ど共通の基盤がないといって良いほど

であった.われわれのこれまでの研究

には人聞が存在しなかったか，あるい

は存有しでも顔のない人間ばかりでは

れOR屋と，

それだからと反省、もし，なかったか，

部
官
十
函
こ
含
塑
-
蚤

4
h
­

争
奪
甘
川
こ
こE
F
E
P
H
J
r
t
n
v
r
J
1
E
H
E
Z

Z
ピ
f
e
4
2
2
2
I
H

利
型
正
雀
は
じ
S
E

い
司
令
凶
で
む
酬
を
み
む
い
ユ
ニ
ー
ク

s
z
e

刊
誌
で
洲
町
れ
℃
い
る
.

郎
市
民
に
科
書
、S
E
H
E
4
?

と
い
う
の
が
こ
町
研
置
の
ね
ら
い
.
こ
れ
ま
で
に
話
的
制
審
品
目

H
え
た
の
可
l

八
日
常
り
山
内
向
γ

パ
'
卜
で
耐
〈
『
市
間
耐
加
納
慢
で

U
R約
一
引
を
叩
介
す
る
.
市
内
向
土
地
が
打
以
来
ギ
つ
使
わ
れ
る
か
叫
一
叫
市
民

F
tげ
で
ら
〈F
vト
、
d
り
わ
り

不
動
厳
簸
製
去
に
と
っ
て
今
後
の
存
段
目
ぞ

ι
る
つ
え
町ψ
毎E
U
り
号
つ
べ

捌
平
方
以
単
位
の
メ
ッ
シ
ュ
に
分
割

こそ大胆な問題提起も行なえるのでは

ないかと，気をとりなおしてみたり未

だ解符を円分自身得ていない現状では

あるが，

ところから出発し，

このような

われわれがどのよ
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それはさてお~，

名古丹市が研究

1978 年 12 月号 © 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



うな形で実際の都市計画実務に役立つようなモデ

ルを作ろうとしてきたか，また今後どのようなも

のを目ざしているのかを，とりまとめ，今後の同

様な試みを行なう人々の何らかの参考になれば

と，ここに発表させていただくこととした.

2. 名古屋モデル開発計画

2.1 開発期間と費用

モデル利用者とわれわれ作成者とが，最初に合

意を得なければならない問題は，モデル開発に許

される期間と費用(予算)である.われわれは，モ

デルの目的と想定している規模とから 3 年間(単

年度会計であるので実質は 3-5 カ月 x 3 回)の

開発期間と相応の開発費用とを要求したのである

が，このプロジェグトは，国からの補助費のつい

た調査でもなく，名古屋市全体からみたビッグブ

ロジヱグトでもなく，したがって，確保された予

算は必ずしも満足のいくものではなかった. 3 カ

年という開発期間も確たるものではなかったらし

く，どうにかこの 3 年間予算が確保されたうらに

は市担当者の大いなる努力(苦労)のあったものと

思われる.この点に関し，われわれの認識は当初

より甘いものであった.担当者から強く要求され

た「このモデルカ託、かに都市計画上役に立ち，必

要なものであるかを，わかりやすい形で開発の節

節でまとめて下さい」の言葉を，その言葉以上に

は受けとらず，中間報告等においても，常にモデ

ル作成側のベースで進んでしまったのではないか

と反省している.われわれOR屋も，もっと期間

と費用の確保のむずかしさを理解し，そのための

戦略，中間報告のプレゼンテーション技法等を重

視する必要があるようである.

2.2 作業のすすめ方

総論的にはそデル利用者・作成者が合意した

(と思っていた)名古屋モデルも，実際の作業の段

階にはいると， なかなか街車がかみあわなかっ

た.実際つぎのような対話にならない対話が共通

基盤の形成されるほぽ第 1 年次の終りまで続いた

774 

であろうか.

作成側モデルに何を期待し，どのような使

い方をしようとしているのか，まず明らかに

しましょう. J 

利用側 r都市モテソレで、は何がで、きるかが問題

である.やりたいことは無限にある.J 

作成側データさえあれば，何でも可能と考

えてよいでしょう.J 

利用側「具体的に指定されれば，かなりのデー

タが整備可能と思う.また，どのようなデー

タの整備が必要かを指摘するこ左もそデル作

成の大きな役目と思うが」

作成側必要なデータをしぼるためにも，ま

ず何を望んでいるのか， 明らかにしましょ

う……j

実際，モデル発注者にとっては，モデルの機能

は大きければ大きいほど良いであろうし，モデル

の全体像が確定していない時点で，要求に優先順

位をつけよということも無理なことであろう.発

注者の要求をスマートに整理し，期間，予算の枠

内で一定の成果をあげることがわれわれの重要な

役割でもあるわけであるが，共通の土俵の小さか

った作業当初は止むを得ない過程で、あるのかも知

れない.そこで，とにかくもつぎのような基本的

な考え方にもとづいたパイロットモデルをなかば

強引に提案し，必要なインプァトとアウトプット

を具体的に提示したうえで，利用者にとっての不

満と新しい要求とを，具体的に指摘してもらうこ

ととした.つまり，外部仕様書(あるいは利用手

引書)を協同して作ることによりできるだけ共通

の用語なり，イメ{ジを形成してゆくとし、う方法

を選んだ.

われわれがパイロットモデルをまず提案するに

あたってとった基本的な考え方とは以下のような

ことであった.

① これまでの都市モデルについての反省

・当初の意図は別にして，これまで作成されて

きたほとんどの都市モデルが，あまりに大規
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模，複雑であり，デ『タ収集上，あるいは操

作性の制限から繰り返し実験や，基準年度を

変更しての実験には不向きなものである.

・モデルに用いられている論旨や手法が，一般

利用者にとっては，あまりに難解複雑であり

理解能力を越える場合，モデルにより常識的

な解が示されれば，計画等の妥当性に電算機

によるお墨付が得られたと非常に有難がられ

るが，一方，一見非常識とも思えるような問

題提起がなされたときには，原因の追求がな

される以前に，前提が異るから，または重要

な要因の省略があるからと解答が信用しても

らえないか，まったく無視(あるいは，はじ

めからなかったことに)される.

・同様なことであるが，現在のほとんどのモデ

ルは， r頭が堅いJ……つまり何らかの反論が

あった場合，その論旨が正しいとしてモデル

にとり入れたらどうなるか…・・・というような

ことは非常に困難である.

② 名古屋モテ、ルに対する基本的な考え方

・名古屋モデル作成にあたり，われわれは助産

婦に徹すること.つまりモデルを生み，育く

むのは利用者であり，われわれはせいぜい保

育器の役割までにとどめるべきであろう.

2.3 開発のスケジコール

次章で述べるとおり，名古屋モデルは名古屋市

全体のフレームワークを設定する圏域モデル(通

称マクロモデル)と，これを地域に分割し政策効果

の波及を面的に表現する地域モテ'ル(通称ミクロ

モデル)の階層構造となっている.開発スケジュー

ルとしては，第 1 年次にモデルの位置づけとマク

ロモデルを，第 2 年次にミクロモデルを，第 3 年

次に両モテ、ルの結合を行なうことになっている.

3. 名古屋モデルの基本構成

3.1 対象地域

すでに名古屋市から周辺都市へのスソロールが

行なわれているので，名古屋都市圏をマクロレヘ

1978 年 12 月号

ルの対象地域とする， ミクロレベルでは，結果の

プレゼンテーショ γの容易さも考え 5QOm メッシ

ュとする.

3, 2 対象期間

都市計画上の施策が，明確な土地利用の変化と

なって認識されるには， 5.....10年程度の期聞が必

要であり名古屋モデルの場合にも 1.....2 年を 1 期

とし30年程度の超長期モデルとする.

3.3 想定するモデルの利用方法

開発されたモデルはつぎのような利用がなされ

るものと想定する.

・政策の直接・間接効果(波及効果)の計測

・問題把握(たとえば極端な実験)のための都市解

析装置として

・各計画担当聞のコミュニケーションの一手段と

して

3.4 対象とする政策範囲

開発されるモデルは，当面つぎの政策を取り入

れることができるようにする.

・地域地区指定の変更

・大規模プロジェグト(団地計画，市街地再開発，

大企業立地等)による土地利用の変更

・交通プロジェクト(地下鉄，道路)

・企業立地制限(ある限度以上の密度では企業立

地させない等)

3.5 アウトプ'"卜項目

最小ゾーンごとに以下の指標をもとめる.

人口増減(夜間，昼間)，土地利用変化，通勤通

学交通発生量，これらのメッシュ図，指定メッシ

ュの時系列変化を図・支化する.たとえば，夜間

人口については図 1 ，住宅用地については図 2 に

示すようになる.なお名古屋市では，これらの指

標以外にも道路~;Z ， 教育施設，土地条件等いろい

ろなものがメッシュ化されており，データベース

を共通化しておく.

3.6 モデル概略構成

名古屋都市圏の長期的すう勢，名古屋都市圏内

のうち名 lh-屋市の位置づけを行なう閤域モテ、ル
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図 1 名 I片屋市夜間人 r-I の変化 図 2 名占屋市住居用地の変化

と，名山屋市|付を 500m メ/ンュとして取扱う地

域モデルとの階層モデルとする.

表 1 人 11 分類 単位:人

年齢階級 (O~厄歳-)i-(15~64歳) (65歳以上)

肘住地 幼年人口 生産人口 老年人口

4. 圏域モデル(マクロモデル) 名古係市 Pl P2 P3 

長現|ーはシステムタイナミメクスを用いている

が，その基本原理はローリーモデル

周辺地域 P 1 S 

表 2 +-地面積

P2S P3S 

単ー位: ha 

と考えてよいモデルとなっている.

つまり，

① 名占屋都市圏人口の所得源で

ある基幹産業

② 各産業活動をサービスする産

業(産業サービス産業)

⑥ 夜間人口の消費活動をサービ

スする産業(消費サービス産業)

の各消長が，地域の人 1-1 (消費需

必の大きさ)と l二地利用(立地可能

性)によって決まるモデルである.

人 rl ，産業，!-j也利用は表 1 ，表 2 ，

176 

土地利用
House Office Store 

用途地域
Hl 

1 :種住専 LHIH LH1S 

H2 
l 種住専 LH2H LH2S 

住 居
H3 LH3H 'LH3S 

Ml 
近隣商業 LMIH LMl� LMl S 

尚
業M2 LM2H LM2� LM2S 
1 1 

準工業 LIIH Lll� LllS 

12 
~ L 12H L 12{) 

13 
T業専用 L 13H 

Factory Wor~ Unused shop unuse 

LHIU 

LH2U 

LH3W LH3U 

LMl F LMIW LMl U 

L 乱(f2F L 乱12U

LIIFB 
L 1 lU 

戸 LI1FS

LI2FB 
L 12U 

LI2FS 
LI3FB 

L 13U 
LI3FS 
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図 3 モデノレの構造

表 3 のように分類している.

5. 地域モデル(ミクロモデル)

地域モデルは図 5 に示すようないわば配分モデ

ルで、あり，手法的に新しい試みはない.ただし，

本モテ、ルの主要な研究テーマの 1 つである用途地

域地区指定と実際の土地利用との関連については

これまで研究された例がほとんどないので，名古

尾 diの小学校|反ごとのクロスセクシ 1 ン分析によ

りつぎのような仮説を設定した.

① 用途地域地区指定は，各用途地域に I，I{J有な

1978 年 12 月号

表 3 資本ストック 単位なし

業種基幹工業王手ヒ守ス基幹商業i性五:世開
記号 SII SI2 SCI SC2 SC3 

l技終土地利用(安定上地利用)へ It'j かわせるような

力が働く.

② 安定土地利用への変化速度は，周辺 1:地利

用も含めたその地域の成熟度(人 11 \創立， 1::地利

用 'h~合，交通利便1'1 により設定)に依存する.

仁川ーの変化速度を用途地域・土地成熟度ランク

んごとの遷移確ヰ~W包jk と考えるミとに L た.

6. 現在までの開発状況と問題点の整理

現配当初の，;h曲のとおり圏域モデルと地域モデ

ルの結合の作業を行なっ -n 、る段階であるが，こ

jれL までのところでで、明らカか‘となつ fたこ問是匙逝u人

とおりである.

① 統計上の産業|式.分は，立地モテルでは使い

づらし、ものとなっており(たとえば引業部川と管

胆音fH"î等)今回これを再構成しているが，今後の

そデノレ操作合考えると好ましいことではない.

② 土地利用変化速度については，今回単年度

調官今のものをクロスセグション分析によって求め

たが，経年データで検証する必要がある(最近新

たに調査されたデータが得られたので，間もなく

解析可能になると思う).

@ 昼間人口については国勢調査データによっ

て区単位のものが利用可能であり，今回これをモ

デル的にメッシュデータに変更している点に若干

の問題もあり改善したいと思っている.

④ 当初の基本的な考え方として操作性の高い

ものをと考えていたのであるが，半ば完成したそ

テ、ルは，かなりの規模になってしまっている.も

っと操作性の高しものにすると同時に，閤域モデ

ルと地域モテ、ルのインタフェースをできるだけ標

準的なものとし，たとえば圏域モテ、ルをまったく

別のモデル・・・-県モデルや国の中期経済モテ、ル等

-にとりかえることができるようなシステムに

177 © 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



/仔E臥11 一一「\
t也価セクター

夜間人口密度

土地セクター

1ミ
ネ /Vi i. 
ムヰ制 I
開 Hご
生 L
霊~，i ~ 
r白 J:!
町、ー匂~(

"… 方問、

ほ i
I J: く

全
説
明
カず

な
き
れ
て

る

に一一一一一一一一一
図 4 圏域モデノレの構造

剖
N
1

略概、ノnν
 

めたの
い

明
L

説
か

の
ず

と
む

γ
」
キl
恥

い
と

低
こ

が
る

度
ぜ

感
さ

る
化

す
変

対
く

に
き

験
大

実
ら

策
か

政
態作

山
山

/
，
，E，
、
、
、

結論:テーブルをいじらないかぎり人時自然)

178 ォベレーションズ・リサーチ© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



と考えている.

7. おわりに

いろいろな問題もかかえなが

ら，都市計画上非常に有益であ

るとし、う市民権を得た名古屋モ

デルに対し，いまわれわれは，

つぎのような夢をもっている.

① このモデルを軸にして，

今後地域情報が経年的に調査さ

れることになれば，モデルの操

作が事前評価のみではなく，事

後的評価(し、し、かえれば政策の

ローリングや問題地域の発見)

に用いることが可能なシステム

とする.

② このような積み重ねの結

果，このモテ、ルは地域情報処理

システム r.j:tのほんの小さなサフ

システムとしての役割しかもた

ない，自然発生的地域情報シス

テムが完成する.

数多くのデータパンクシステ

ムが当初より，より完全さをも

とめた結果，多くの関連部局の

協力を得ながらもなお実現され

ていない実情からみて，われわ

れのような，特殊解から一般化

へという進み方も-つの方法ではなかろうかと思

うが，いかがであろうか.

:足は名古屋市計画課の真の目的が，このような

地峡情報システムの確立にあり，このモデル作り

の日的が，地域情報システムの必要性という，よ

り大きなプロジヱクトの市民権の確立にあるので

あれば，本モデルの役割は，かなり達成したとい

ってよいであろう.

最後に，名古屋モデルに関するこの独断的報告

の発表を快く許していただき，協力していただい

1978 年 12 月号

!!~j也独自 IJ ごとくリノj白えし

図 5 ミクロモデルの基本構造

た名。lf屋市都市計画課の方々に感謝して結びとし

ます.

かしわい・すみお

日本ビジネスオートメーション(株)

や主だ・かずとよ

日本ビジネスオートメーション(株)

おおこうち・かつじ

こ2 、/サノレタント
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